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おわりに

は じ め に

内モンゴルにおける環境問題およびそれに関

連する政府や住民の取り組みに関する研究は，

２０００年以後盛んになってきた。その背景にある

のは深刻な土地の退化（注１）である。１９９６年まで

に退化した草原面積は，全体の５８．３パーセント

を占める４５９０．０万ヘクタールであった［王

２００６］が，これに対して，２００４年には全体の９０

パーセント程度まで上った［ネメフジャルガル

２００６］。土地退化に関連する要因として，漢民

族の大規模な移民による人口増加［ボルジギン

２００１；杜富林２００５；娜仁花２００７］，牧畜農家の

過放牧の有無［鬼木・双喜２００４；杜富林２００５；

鬼木・根鎖２００６；賽西雅拉図・酒井・小泉２００７］，

農業を中心とする過度開墾［娜仁花２００７；杜富

林２００５］，道路・工場建設や鉱物資源の採掘［ネ

メフジャルガル２００６］などが議論されてきた。

その対策として２０００年から「退耕還林（草）」（農

耕を中止し，林や草原に戻す）政策が実施されて

内モンゴル自治区における「生態移民」政策の内容と執行
──牧畜農家の家計経済へ及ぼす影響の視点から──

きん じん

金 湛

《要 約》

過度な開発によって退化した土地資源を回復するため，１９９０年代から中国では広い範囲にわたって

「退耕還林（草）」・「退牧還草」が実施されてきた。それに伴い生計維持が困難となった農家に対

し，補助策として他の地域に移住させる「生態移民」政策が登場した。ところが，内モンゴルにおけ

る「生態移民」政策はいわゆる目的優先のものであり，その実施によって多くの牧畜民の生計維持は

以前より困難となり，生活水準の低下を招いた。本研究では，「生態移民」政策が一部の牧畜農家の

生活水準の低下をもたらしたことを前提に，牧畜農家の生計維持および生活保護に関して，「生態移

民」政策そのものに欠陥が存在するのか否か，また，関連政策の条項と実際に執行する際の内容とを

比較することによって執行段階に問題が存在するのか否かを明らかにしたい。そして，「生態移民」

の属性別の所得と消費支出状況を分析し，生計維持と生活保護の視点から「生態移民」政策がそれぞ

れの対象者に与える影響を考察することを目的とする。

──────────────────────────────────────────────
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きた。さらに，２００３年から「退牧還草」（放牧

を中止し，草原に戻す）政策が実施され，その

「退牧還草」政策は牧草の発芽の時期における

畜舎飼育による放牧を休止する「休牧」，牧草

地を複数の区域に分け，順次に放牧する「輪牧」

と放牧を一時的に禁止する「禁牧」の３つのレ

ベルによって行われた（通称，新三牧政策）。そ

して，「退耕還草」・「退牧還草」によって生計

維持が困難となる農家に対し，補助策として他

の地域に移住させる「生態移民」政策が登場し

た［巴圖２００７］。

「生態移民」政策は一般的に２つの部分によ

って構成されている。１つ目は放牧制限である。

つまり，羊（または山羊）１頭あたりの放牧可

能な草原面積を決め，牧畜農家が所有する牧草

地面積で羊の頭数を制限することである（１頭

の牛または馬は５頭の羊に換算する）。羊１頭あ

たりの牧草地面積は県によって基準は異なるが，

制限頭数を超えた牧畜農家に対しては，羊１頭

につき，一定金額の罰金が科せられる。２つ目

は移民の促進である。それは政府が牧畜農家の

所在県の都市部（鎮）に移住先の住宅を建設し，

移住後の就業支援を約束するものである。また，

休業中の牧草地に対して，１畆（６．７アール）あ

たり年に一定金額を「禁牧」の補助金として支

払う等の優遇措置が提供される。つまり，「生

態移民」は単なる「放牧禁止」ではなく，牧畜

農家にとって有利な条件のもとで「自発的移民」

を促すことであると行政側は主張する。しかし，

行政側の意図に反して，フィールド調査に基づ

く多くの研究では「生態移民」政策は一定の強

制性を持つことや，移民した牧畜農家の生活水

準が低下したことなどの意見が出されている。

本研究では，「生態移民」政策が一部の牧畜

農家の生活水準の低下をもたらしたことを前提

に，牧畜農家の生計維持および生活保護に関し

て，「生態移民」政策そのものに欠陥が存在す

るのか否か，また，関連政策の条項と実際に執

行する際の内容とを比較することによって，執

行段階に問題が存在するのか否かを明らかにし

たい。そして，「生態移民」の属性別の所得と

消費支出状況を分析し，生計維持と生活保護の

視点から，「生態移民」政策がそれぞれの対象

者に与える影響を考察することを目的とする。

Ⅰ 先行研究における

「生態移民」の家計状況

「生態移民」の家計状況をめぐって，近年様
シ リ ン ゴ ル

々な研究が行われた。杜富林（２００５）は錫林郭勒

盟の酪農家となった「生態移民」を調査し，住

宅周辺のインフラ整備は「比較的良好」である

と評価し，地方政府の補助の下でほとんどの農

家は「牛乳，乳製品の販売収入で生活を支えて

いる」と生産様式の転換の成功と農家所得の安

定がもたらされたと述べた。それに対して，娜

仁花（２００７）は内モンゴル中小都市周辺の「生

態移民」について，「大部分の生態移民の収入

は大きく減少している」だけではなく，「伝統

的な生活様式に変化が生じると共に，変化後の

生活は不安を抱くものになっている」と，「生

態移民」の貧困化を指摘した。しかし，これら

の研究は内モンゴルの環境問題・環境政策を中

心としたものであり，「生態移民」の生活状況

についての詳しい分析を行っていなかった。「生

態移民」の家計状況について，野村・今井・黒
シ リン ホ ト

崎（２００７）は錫林郭勒盟錫林浩特市都市周辺に

移民した酪農家を対象に居住状況，財産の所有，
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食生活，日常活動，子どもの教育の現状を細か

く記録した。その研究では生業および生活様式

の現状が明らかにされたが，生業および生活様

式の変化が「生態移民」の生活に与える影響に

関する説明はやや不足している。また，これら

の研究は「生態移民」政策が牧畜民の生活に与

える影響を具体的に記述したが，「生態移民」

政策そのものについて分析したものではなかっ

た。そのため，「生態移民」政策の結果につい

て評価したものの，改善を提案することや政策

の執行に関して助言するには至らなかった。

これらの研究に対し，ガンバガナ（２００６）は
ショローンフフ ガチャー

正 藍 旗の３つの�査（村）１１４世帯を対象に

聞き取り調査を行い，移民が行政側と結んだ契

約書の具体的な内容を列挙し，契約内容では牧

畜民の「果たすべき義務だけがはっきりと書か

れ」，「行政側の義務，役割について何も触れて

いない」と述べ，行政側が主張する生活への保

障というのは法的な制約を受けない口約束であ

り，「実行されないケースも多い」と指摘した。

しかし，その契約書は�査と牧畜民の間の単な

る「合意」（強制を含む）のような意味を持ち，

具体的にどの政策・条例に基づくものかを示し

ておらず，「生態移民」政策の実施にあたって

の全体的問題というより，執行する村行政の（違

法性を含む）個別問題として考えるべきである。

また，鬼木・加賀爪・余勁（２００７）は陝西省

（３県）と内モンゴル自治区（１旗）を対象に，

「退耕還林」政策を実施する前と実施した後の

農民の生産構造，農家の就業構造，所得構造を

比較しながら中国の環境政策が農家経済へ及ぼ

す影響を分析した。そのなかで，都市部に出稼

ぎする農家の問題として，就業機会の不安定，

高齢者・病人・障害者を抱える世帯の公的支援

への依存を指摘し，「生産様式の転換が急速で

あれば，適応できない農家が多くなる」と政策

の実施について助言し，「農業技術の普及体制

を整備し」，「農業の集約化や畜産技術の普及」

によって生産性を維持し，「退耕後に農業の生

産様式の転換と副業収入の増加がうまくできれ

ば，補助金収入がなくても平均的な農家所得は

維持される」と，具体性には欠けるものの改善

への可能性と方向性を提示した。

さらに，巴圖（２００７）は内モンゴル自治区に

おける牧畜経営の持続性と環境問題との関係の

視点から，「最大の政策課題は土地利用に関す

る政府の理念とそれに基づく土地利用計画を設

定し，それをあらゆる制度，政策の根拠とする」

ことの重要性を訴えた。「新三牧」政策の保障

制度と実施状況を比較しながら，政策の実施に

あたって「事前調査と事後評価が不十分」で，

「環境対策は単なる目先の対応である」ことを

指摘し，環境対策を巡る牧畜民に対する補償問

題は「地方政府の職務怠慢」ではなく，資金，

人力における現状を無視した政策に無理がある

と説明した。また，環境関連政策の実施は「自

治区─盟─旗─蘇木─�査の順番で上から割り

当てられるため，実行する下位行政単位はそれ

を一種の任務として受け止め」，「環境対策を必

要としている地域が対象になるとは限らない」

こと，つまり，下位行政単位では政策の実施に

あたって科学的根拠に欠ける施策がとられてい

る状況を批判した。

これらの研究は，環境対策となった「生態移

民」の生計維持へ及ぼす影響という視点から，

中国の環境・移民政策の内容と執行について分

析・比較・評価した点で，本研究にとって重要

な参考となった。以上の研究結果を踏まえて，
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本研究は「生態移民」政策を条項ごとにより細

かく内容を読み取り，さらにそれぞれの条項に

対する執行状況と牧畜民の意見を加え，「生態

移民」政策の問題点を分析する。

Ⅱ 調査地および対象農家の概要

本研究は少数民族地域である内モンゴル自治
ス

区錫林郭勒盟（市・地区級，第２級行政単位）蘇
ニ ド ウ リ ゲ ン タ ー ラ

尼特右旗（県級，第３級行政単位）烏日根塔拉
バインアォボー

鎮（郷鎮級，第４級行政単位）巴彦敖包�査（村

級，第５級行政単位）を調査地として選定し，

牧畜農家を対象に聞き取り調査を行った。

錫林郭勒盟は内モンゴル自治区の中央に位置

し，草原面積は盟の総面積の９７．８パーセントを

占めている。牧畜業は基盤産業であり，羊と山

羊の保有数は１４８６．１５万頭［内蒙古自治区統計局

２００６］に達し，家畜総数と共に内モンゴル自

治区の首位を占めている。また，「生態移民」

政策に関しても，内モンゴル自治区のなかでは

錫林郭勒盟が「もっとも計画的に，広い範囲で」

［達古拉２００７］実施したとみられる。そのため，

「生態移民」に関する研究のなかでは錫林郭勒

盟を対象とするものが多く，参考・比較しやす

い地域である。蘇尼特右旗は錫林郭勒盟の西部

の「陰山北麓」と呼ばれる地域に属し，「陰山

北麓」地域は標高１０００メートル以上であり，西

側は烏拉特荒漠，東側は渾然達克砂地（注２），南

側は陰山北側の帯状伏砂（砂によってできた地

盤）地域とそれぞれ隣接するため，総面積の３６．０

パーセントは半荒漠草原，６０．０パーセントは荒

漠，４．０パーセントは草原からなっている。そ

のなかの蘇尼特右旗は（半荒漠草原を含む）草

原面積が２万１６２５平方キロであり，総面積（２

万２３４０平方キロ）の９６．８パーセントを占め，そ

のうち利用可能な草原面積は１万９２１２平方キロ

であり，総面積の８６．０パーセントを占めている。

渾然達克砂地は旗の中部を横断しているため，

旗全体は乾燥した荒漠・半荒漠地域に位置する。

年間降雨量は１８６ミリ，蒸発量は２３８４ミリ，降

雨は秋季に集中する。年間の平均気温は３．４度，

年日照時間は３２３２時間，ほぼ毎日平均秒速５．５

メートルの北西の風であり，主な災害は干ばつ，

雹，寒流，砂嵐である。植生は矮性イネ科草類

と矮性半低木（半砂漠植生）を中心とするため，

生態環境は脆弱であり，回復困難という脆弱性

も持っている［達林太・恩和２００６］。行政的に

蘇尼特右旗は３つの蘇木と３つの鎮（計５７�査）

を管轄し，総人口は６．９万人である。

このような自然環境のなかで牧畜の分布は東

部の砂地では牛を中心としており，西部の半荒

漠草原では羊や山羊を中心とする特徴がある。

蘇尼特右旗の年末家畜保有数は５１．７６万頭（２００５

年）で，内モンゴル１０１旗県の中の第５２位であ

り，そのうち羊と山羊の年末保有数は５０．４９万

頭で，羊と山羊を保有する９６旗県の中の第４１位

である。つまり，蘇尼特右旗の畜産規模は内モ

ンゴル自治区では平均水準にある。ここで留意

しておきたいのは，２００５年の羊と山羊の保有数

は２００４年に比べ３２．９パーセント減少し，内モン
ヒンガン ジ リ ヤ ト

ゴルでは興安盟扎賚特旗の４４．６パーセントに次

いで大幅に減少している点である。２００５年には

大きな災害が発生した報告はなく，家畜保有数

の変化は環境政策によるものであると考えられ

る。また，同時期において農・牧畜民１人あた

り純所得は年１８６４元（以下の所得額はすべて年単

位）であり，それは内モンゴルではもっとも低
チラゴンチャガン

い錫林郭勒盟 正�白 旗の１７９６元に次いで低い
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数値である。労働人口の約半分を占める第１次

産業は総生産の１３．２パーセントしか占めていな

いのに対して，第２次産業（主に鉱業である）

は労働人口の１７．４パーセントと総生産の５８．３パ

ーセントを占めている。非農業労働者の平均賃

金は１万６６６２元であり，自治区の第２２位であ

る（注３）。１人あたり総生産額は１万４６６１元で，

自治区の第４６位である［内蒙古自治区統計局

２００６］。以上の事実から，蘇尼特右旗は自治区

のなかで総生産と畜産の生産規模が平均水準で

あるにもかかわらず，第１次産業所得はもっと

も低い水準にあることがわかる。そして，蘇尼

特右旗の第１次産業は他の旗の第１次産業に比

べても，旗内の他の産業に比べても生計手段と

して脆弱な産業であることがわかる。

本研究の調査地である烏日根塔拉鎮巴彦敖包

�査は蘇尼特右旗の東北部に位置し（図１），

面積は３万５５１０ヘクタールである。旗政府所在

地の賽漢塔拉鎮との距離は約７５キロであるが，

道路が整備されていないため，鎮からもっとも

近い農家まで自動車で片道およそ３時間を要す

る。�査人口は９３世帯２９７人，このうち男性１３６

図１ 巴彦敖包�査の位置

内モンゴル自治区

錫林郭勒盟

蘇尼特右旗
巴彦敖包�査
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人女性１６１人である。「生態移民」政策が実施さ

れるまですべての世帯は牧畜農家であった。生

業は牧畜業と数少ない出稼ぎによって構成され，

２００６年の１人あたり純収入は１３３１元，蘇尼特右

旗の２００５年の農・牧畜民１人あたり純収入の

１８６４元を大幅に下回った。移民後の所得と支出

が下がることになれば，「生態移民」の生活水

準は内モンゴルのなかでもっとも所得の低い

農・牧畜民よりもさらに低いものになる。

蘇尼特右旗では２００２年から「生態移民」政策

が実施され始めたが，巴彦敖包�査は２００６年に

禁牧実験区域に選ばれ，禁牧と同時に「生態移

民」政策を実施した。対外的には全�査の３万

５５１０ヘクタールの土地をすべて封鎖し，禁牧す

ることになっているが，実際には９３世帯のうち

７７世帯（２３５人）が所有する草原が放牧禁止区

域とされ，残り１６世帯（６２人）は移民せず，少

なくとも６２６５ヘクタール（１７．６パーセント）以

上（注４）の草原で牧畜業を続けている。「生態移

民」となった７７世帯のうち１３世帯は他の地域に

移住し，それら移住先については，村民委員会

が把握している。また，２７世帯の「生態移民」

は最初は賽漢塔拉鎮に移住したが，その後生計

を維持できず，さらに他の地域に移住し，その

移住先と生活状況については村民委員会は把握

していないという。以上のことから，本研究の

対象地域は，内モンゴルのなかでは「生態移民」

政策が厳格に執行されているもっとも貧困な牧

畜業地域であると位置づけられる。また，でき

るだけ巴彦敖包�査の全貌を把握するため，賽

漢塔拉鎮で生活している３７世帯全員に対して聞

き取り調査を行った（本研究では２００８年８月に行

った調査のデータを用いた）。

Ⅲ 巴彦敖包�査における

「生態移民」の実施状況

巴彦敖包�査の禁牧実験期間は２００６～１１年の

５年間である。その間の牧畜民の生計維持と生

活保護に関連して主に３つの法律・条例が適用

されている。「蘇尼特右旗烏日根塔拉鎮巴彦敖

包�査整体囲封禁牧試点区優恵政策」（禁牧実

験区域における優遇政策，以下では優遇政策と称

する）は巴彦敖包�査を対象に策定されたもの

で，主に生計維持，住居の提供，補助金の提供，

草原の利用権に関するものである。「蘇尼特右

旗整体転移進城高齢牧民養老保険弁法」（高齢

都市移住牧畜民の年金に関する条例，以下では年

金制度と称する）は蘇尼特右旗全体の「生態移

民」を対象とする年金制度である。「農村最低

生活保障制度」（農村住民低所得者生活保護制度，

以下では低保制度と称する）は国の制度であり，

貧困者に補助金が支給されるものである（注５）。

この制度は「生態移民」を対象とするものでは

ないが，後述のように優遇政策は低保制度を１

つの財源として利用して「生態移民」に補助金

を与えることにした。ここでは優遇政策の９カ

条を中心に，その具体的な内容を提示した上で，

実施状況との比較を行っていく（表１）。

１．「生態移民」政策の内容と実施状況

優遇政策の９カ条を中心とする「生態移民」

の生計維持・生活保護に関連する制度は対象者

の経済状況別に設定されており，全体的に経済

力を有する者が優遇されることとなる。

まず，優遇政策第１条によると，起業するこ

とを希望する者には賽漢塔拉鎮に時価１１万元の
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店舗（面積は１００～１２０平方メートル）を提供し，

そのうち６万元は自己資金で，５万元は政府に

よる補助（この補助および後述する補助は返済を

求められない供与方式のものである）とする。調

査した「生態移民」３７世帯のうち１２世帯は起業

しており（他の希望者は資金調達が困難という理

由で起業できない），そのうちの１世帯だけがこ

の補助制度を利用した。利用できない主な理由

制度 対象 制度内容１） 牧畜民の意見２）

優

遇

政

策

起業希望者 賽漢塔拉鎮１００～１２０m２有償店舗提供
（自己資金６万元＋補助金５万元，第１条）

利用困難

夫婦年齢４０歳以下
かつ労働力２人以上の家族

賽漢塔拉鎮６５m２有償アパート提供
（自己資金０．５万元＋補助金４．５万元，第２条）

住宅に欠陥あり
住宅所有権に不安
就業補助なし

夫婦年齢４０～５０歳
かつ労働能力を有する者

住宅購入者に補助金０．５万元（第３条） 就業補助なし

夫婦年齢５０歳以上
基本的に労働能力の無い者

農村低保制度を適用
住宅購入者に補助金０．５万元（第４条）

不満なし

労働能力を有する貧困者 朱日和鎮無償アパート提供
１世帯あたり１人以上の就業保証（第５条）

実行なし
労働条件悪い

専門学校以上卒業者，兵役満了者
第３次産業起業希望者

就業補助，起業補助
２万元までの融資（１年間，第６条）

就業補助機能せず
起業補助利用困難

高卒失業者 都市失業登録，就業・兵役優先（第７条） 労働条件悪い

全世帯 「生態移民」
草原１畆あたり補助金１．２４元支給

「牧畜業継続者」
草原１畆あたり補助金０．８２元支給

草原の利用権を保証する（第８・９条）

延滞，不履行あり
金額低い

実際金額０．６元
説明不足，不安

義務教育の範囲内の就学者 学費・教科書代免除
全寮制就学者の生活費補助金支給（第９条）

不満なし

年

金

制

度

高齢者 年金受領年齢６１歳
金額は２００７年盟の平均所得の２０％と支払った
かけ金の累積金額（利子込み）の１／１２０
５５歳までのかけ金
一括１５，０００元

５５歳以上のかけ金
１年増えるにつれ５００元減

６０歳以上で支払う能力のないもの
一括でかけ金の半分を支払う，残りは年金
から控除
未納者は１日あたり０．２％の延滞金徴収

実際の受領年齢８０
歳制度を周知せず
ほぼ不履行状態

（出所）筆者作成。
（注）１） 制度内容は「蘇尼特右旗烏日根塔拉鎮巴彦敖包�査整体囲封禁牧試点区優恵政策」（優遇政策）および「蘇

尼特右旗整体転移進城高齢牧民養老険弁法」（年金制度）の内容をまとめたものである。
２） 牧畜民の意見は，聞き取り調査の中でまとめた各制度の実施状況に対する牧畜民の意見である。

表１ 「退牧還草」における生計維持・生活保護に関連する制度およびその実施状況
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は，補助金は起業後に支払われるためである。

つまり，起業者にとって資金が必要不可欠であ

る起業段階で支払われず，会社または店が正常

運営後に支給される仕組みとなっている。その

結果，経済状況の良好な富裕層が優遇されるが，

経済的に余裕のない起業希望者にとって，この

補助制度は利用困難なものとなっている。

優遇政策第６条では，自己資金が十分でない

第３次産業の起業希望者を対象に，２万元まで

の融資（利用期間１年間で，返済義務あり）をす

る制度が設けられ，多数の世帯がその融資を受

けた。融資の条件として県の「工商管理局」か

ら営業許可を取得することが前提となるが，営

業許可を取得するには会社名と経営内容に関す

る審査に加えて準備資金の審査がある。上述し

た「優遇政策第１条」と同様，この融資も会社

または店が正常運営後支給される仕組みとなっ

ている。その結果，営業許可を取得するためほ

とんどの世帯が親族に借金をすることになり，

借金できない世帯は起業を断念せざるを得ない

状況が発生した。

優遇政策第５条では，労働能力を有する貧困

世帯には，住宅の無償提供や１世帯あたり１人

以上の就業を保証する制度が設けられた。さら

に，第７条では高校を卒業し，失業中の「生態

移民」に対して都市戸籍を与え，就業と兵役（中

国の多くの農村地域では兵役は一種の就業とみな

される）を優先的に支援することを明記した。

しかし，実際には多くの移民たちが職業の紹介

を受けられず，就業できても就業するまでの待

機期間が長く，さらに牧畜業より所得が低く，

労働条件の悪い職業が多いため，物価水準の高

い都市での生活に苦しむ世帯が続出し，若年貧

困者層から特に不満が出ている。そして，住宅

の無償提供も実施されていないという。

生活保護の面に関しても，対象別に保護する

内容の差がみられる。まず，経済的弱者である

高齢者に対して２つの制度が適用されている。

１つ目は夫婦の年齢が５０歳以上で原則的に労働

能力のない者を対象に低保制度を適用した（優

遇政策第４条）。「原則的に労働能力のない者」

の定義は曖昧であるため，５０歳以上で就業して

いないすべての者に最低限年額４３８元の第３級

「低保」が適用されたとみられる。２つ目は年

金制度である。この年金制度はすべての制度の

なかでもっとも実施状況の悪いものである。ま

ず，規定による年金受領年齢は６１歳以上である

が，実際には巴彦敖包�査では受領年齢が８０歳

以上で実施されている。さらに，８０歳以上の対

象者およびその家族の中には年金制度の存在を

知らない者も多数存在する。つまり，年金制度

はほとんど不履行状態であるといえる。

そして，同じ経済的弱者である障害者には特

別な保障制度を設けておらず，支出の面からみ

れば，物価水準の高い都市部に移住することに

よって，障害者を抱える世帯の生活負担の増加

は避けられない。さらに，草原では生産と生活

が同一環境にあり，看病・介護と生産が両立可

能であるが，都市部に移住する場合，家族の看

病・介護をすれば就業はできない。つまり，病

人・障害者を抱える世帯にとって都市部に移住

することは，就業労働者が減ることに等しい。

経済状況以外にも，「生態移民」に関連する

制度は対象者の年齢層別にも内容が設定されて

いる。優遇政策第２条によると，家計を支える

夫婦の年齢が４０歳以下でかつ労働力２人以上を

有する世帯には賽漢塔拉鎮に６５平方メートルの

５万元相当のアパートが提供され，そのうち０．５
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万元は自己資金で，４．５万元は補助金とされる。

そして，優遇政策第３，４条によると，夫婦の年

齢が４０～５０歳で労働能力を有する世帯または夫

婦ともに年齢が５０歳以上の世帯に対して，住宅

の購入には０．５万元の補助金が，住宅権利書（購

入済み）の確認後に支払われることになる。こ

の年齢層による待遇の違いから，「若年層労働

力を積極的に移住させる」という政策の意図が

窺える。

また，優遇政策の一環とされる住宅に関して

も，移民たちは様々な不安や不満を抱いている。

まず，住宅の雨漏り，水漏れ，防音の不備など

の欠陥が指摘されている。次に，移住して２年

が経っても住宅所有権を示す「房産証」（住宅

権利書）が彼らの手に渡っていない。「禁牧」

の契約期間は５年間であるため，原則的に契約

満了後に都市部の住宅の所有権を持ちながら牧

畜業に戻ることが可能である。しかし，５年後

に草原に戻る人の住宅の所有権が�奪されるの

ではないかと，ほとんどの「生態移民」は不安

を抱えている。また，住宅権利書がない場合，

担保がないために銀行から融資を受けることが

不可能で，起業するための資金が調達できない

世帯も多数存在する。

「生態移民」全体に適用され，もっとも関心

の高い制度は草原の利用権利と補助金に関連す

るものである。優遇政策第８条によると，「生

態移民」には草原１畆あたり補助金１．２４元が支

給され，牧畜業継続者には１畆あたり４月１日

～５月１５日の間の休牧の補助金として０．８２元支

給されることになり，また，第９条には「禁牧」

後の草原の利用権について「生態移民」に帰属

することを保障すると記載された。しかし，補

助金の金額は旗によって異なり，１．２４元という

低い金額を不公平と感じることに加えて，牧畜

業継続者に実際に支払われる休牧の補助金の金

額は０．６２元であり，さらに２００６年分については

半額しか支払われておらず，調査が行われた

２００８年８月にはその延滞が未解決の状況であっ

た。また，補助金は草原に対するものであり，

これまで投資した牧畜業用の施設，設備等の損

失は保障の対象とならない。牧畜民にとって必

需品となる住宅（約２万元），畜舎（約１．５～５

万元），青刈り貯蔵庫（１個あたり約３５００元），ト

ラクター（１台あたり約８８００元），風力発電機（１

台あたり約４０００元）の合計金額は５～９万元と

なり，これらの設備の劣化，損失に関する補助

はない。貯水用井戸，飲用水タンクなどを所有

する世帯はさらに損失が大きい。そして，「禁

牧」後の草原の利用権については説明不足であ

り，多くの牧畜民は草原の利用権に不安を感じ，

「自分の草原が国に没収された」と誤認する者

もいる。

２．「生態移民」政策による家計経済への影響

表１のように実施された「生態移民」政策は

牧畜民の家計経済に様々な影響を与えたが，そ

れは一律に貧困を作り出したわけではなく，実

際に移民することによって，以前の生活より裕

福になった世帯も存在する。ここでは政策的に

「優遇される」層と「冷遇される」層を分けて

分析し，「生態移民」政策が牧畜民の生活に与

える影響を検討する。図２は「生態移民」政策

の機能を対象別に示したものである。

まず，義務教育の範囲内（中学校まで）の就

学者（以下では就学者と称する）を中心とする低

年齢非労働者には引き続き学費・教科書代の免

除や補助金が適用されている。他の都市住民に
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経
済
状
況

富裕層

中間層

貧困層

就学者

（小中学校）

労働力

（各年齢層）

５０歳以上の非労働力

保護あり 保護あり確実な起業支援

保護あり

保護あり

保護あり

保護あり

不確実な起業支援

不確実な雇用支援

不確実な雇用支援

５０歳までの非労働力

（小中学校の就学者除く）

保護なし

保護なし

一部保護あり

適用されない教育費の補助を所得として考えれ

ば，所得が増えることになり，「生態移民」の

就学者は「優遇」されることになる。また，高

齢者層の非労働力は移民する前は無収入であっ

たが，移民することによって「低保制度」，「年

金制度」が適用されることになった。つまり，

「５０歳以上で原則的に労働能力を失った」者は

移民することによって収入を得られるようにな

った。このことは特に中間層と貧困層の非労働

力高齢者にとってある程度の生活改善につなが

る。フィールド調査で聞かれた「移民すること

によって利益を得たのは老人と子供だけ」とい

う言説がこの状況を反映している。

幅広く保護される就学者と高齢者に対して，

労働力に対する支援は対象によって差がみられ

る。まず。少数派である富裕層に対して積極的

な起業支援が行われており，それ以外の起業希

望者との間の支援内容の差が著しい。この差は

起業者の融資に対する返済能力を考慮した上で

の支援であり，「生態移民」に対する起業支援

は，公的機関の「利益を保護する」または「不

利益を避ける」ことを優先的に考慮したもので

あると考えられる。さらに，学歴が低く，職業

訓練を受けたことのない牧畜民は従来の生産手

段を失い，非熟練労働者として都市部に移住し

た場合，職業の選択肢の少ないことが明らかで

ある上，彼らに与えられる就業支援は不確実な

ものである。その結果，「失業知らず」の牧畜

民が失業率のもっとも高い「生態移民」となり，

彼らは経済的にも精神的にも不安な状態になる。

このように広範にわたって家計経済を支える労

働者所得の低下は，多数の中間層の「貧困化」

と貧困層のさらなる「貧困化」につながった。

また，「低保」が適用される極貧者を除き，障

害者を中心とする中青年層の非労働力は移民後

の生活が保護されず，生活費用の上昇によって

「貧困化」が急激に進んだ。

全体的にみれば，「生態移民」政策は２０代～

５０代前半を中心に「貧困化」を作り出したこと

となる。無論図２に反映された「生態移民」政

図２ 対象別「生態移民」政策の機能

（出所）フィールド調査に基づき，筆者作成。
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策による影響は個人単位で考えたものであり，

家族構成等の位相によって生活水準の変化の結

果が異なってくることもある。

３．「生態移民」の経済状況

「生態移民」の家計経済の状況を示したもの

が表２である。まず，移民後に生活水準が「向

上した」と答えた６世帯（１６．２パーセント）と

「変化なし」と答えた１５世帯（４０．５パーセント）

合わせて２１世帯（５６．７パーセント）では生活水

準が下がっていないことが確認された。これに

対して１６世帯（４３．２パーセント）の人は生活水

準が低下したと答え，そのうち７世帯（１８．９パ

ーセント）は「著しく低下した」と答えた。時

系列的に対象者の家計経済のデータはないため，

ここでいう生活水準の向上および低下は経済指

標によるものだけではなく，生活環境をはじめ

とする様々な変化によって対象者に生じうる心

理的要因による影響を排除することができない

という問題が存在する。また，生活水準の変化

は相対的なものであり，「貧しくなった」と答

える人は「生活条件がよくなった」と答える人

より必ずしも貧困ではないことにも注意してお

きたい。

まず，１人あたりの平均所得を見れば，生活

水準が「向上した」世帯は他の世帯の平均を大

幅に上回ることが理解できる。そして，生活水

準が「変化なし」世帯と「低下した」世帯との

間では大きな差が見られなかった。一方，平均

消費支出では生活水準が「向上した」世帯は他

の世帯の平均を大幅に上回ることに変わりがな

いが，生活水準が「低下した」世帯は「変化な

し」世帯を１０００元以上上回っている。つまり，

これらの世帯にとって苛酷な生活負担を感じる

ことが生活水準の「低下した」原因となってい

る可能性が大きい。病人・障害者を抱える５世

帯のうち４世帯が生活水準が「低下した」世帯

に属することはその裏付けとなる。また，生活

生活水準 指標
１人当たり
所得（元）

１人当たり
消費支出（元）

１人当たり
余剰１）（元）

就業者
比率２）

就学者
世帯数

高齢者
世帯数

病人障害者
世帯数

起業
世帯数

向上した
６世帯
１６．２％

平均
最大値
最小値
標準偏差

８，５６９
１１，３２６
３，８６７
２，７２９

６，０４４
８，８９３
３，２００
２，１５１

２，５２５
６，０７６
６６７
２，１５８

０．７２
１．００
０．３３
０．２５

３
（５０．０％）

１
（１６．７％）

０
（０．０％）

４
（６０．０％）

変化なし
１５世帯
４０．５％

平均
最大値
最小値
標準偏差

５，６６８
１０，８８４
２，９９０
２，２５７

３，５３２
４，８００
２，１２０
９１５

２，１３７
６，６４４
０

１，９４７

０．５０
１．００
０．００
０．３１

６
（４０．０％）

５
（３３．３％）

１
（６．７％）

２
（１３．３％）

低下した
１６世帯
４３．２％

平均
最大値
最小値
標準偏差

５，７８６
１３，２３７
１，９３０
２，６０２

４，５８０
７，７６０
１，９２０
１，５９８

１，２０７
５，４７７
－１，３２８
１，７９８

０．５１
０．７５
０．２０
０．１６

９
（５６．３％）

２
（１２．５％）

４
（２５．０％）

６
（３７．５％）

（出所）フィールド調査に基づき、筆者作成。
（注）１）１人あたり余剰は，各世帯１人あたり所得と１人あたり消費支出の差である。

２）就業者比率は，就業者数を世帯人数で割ったものである。

表２ 「生態移民」の家計経済状況
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水準が「低下した」世帯の１人あたり余剰（所

得と消費支出の差）がもっとも低いことも生活

負担の重さを示している。

病人・障害者以外に，就学者や高齢者を抱え

る世帯の生活負担の重いことも一般的に考えら

れるが，表３―aと表３―bは高齢者や就学者を

抱えることと生活水準の低下には統計的な関係

性のないことを示しており（注６），両者は行政に

支援されていることの裏付けとなる。また，表

３―eでは高齢者を抱えることと「低保」の適用

の間に高い関係性（χ２＝１３．３９７，p＝０．０００）が示

されたことによって，高齢者の生活はある程度

保護されていることが確認できる。就学者と高

齢者への保護に対して，保護されていない病

人・障害者を抱える世帯は，そうでない世帯よ

り生活水準が低下したことは１０％の有意水準で

統計的に認められた（表３―c）。

また，生活水準が「向上した」世帯の就業者

比率（就業者数を世帯人数で割ったもの）の平均

がそれ以外の世帯を大幅に上回ることは，労働

能力を有する者に就業機会を与えることが生活

の安定のためにもっとも重要であることを示し

生活水準の低下

なし あり 合計

高
齢
者
世
帯

はい

いいえ

６
２８．６％

１５
７１．４％

７５．０％
１６．２％

５１．７％
４０．５％

２
１２．５％

１４
８７．５％

２５．０％
５．４％

４８．３％
３７．８％

８

２９

１００．０％
２１．６％

１００．０％
７８．４％

合計
２１

１００．０％ ５６．８％
１６

１００．０％ ４３．２％
３７

１００．０％
１００．０％
１００．０％

（出所）調査の結果に基づき，筆者計算。
（注）χ２（Chi−Square）Value 1.384，p＝0.239.

生活水準の低下

なし あり 合計

就
学
者
世
帯

はい

いいえ

９
４２．９％

１２
５７．１％

５０．０％
２４．３％

６３．２％
３２．４％

９
５６．３％

７
４３．８％

５０．０％
２４．３％

３６．８％
１８．９％

１８

１９

１００．０％
４８．６％

１００．０％
５１．４％

合計
２１

１００．０％ ５６．８％
１６

１００．０％ ４３．２％
３７

１００．０％
１００．０％
１００．０％

（出所）調査の結果に基づき，筆者計算。
（注）χ２（Chi−Square）Value 0.652，p＝0.419.

表３―a 高齢者を抱えることと生活水準低下との関係

表３―b 就学者を抱えることと生活水準低下との関係
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生活水準の低下

なし あり 合計

病
人
・
障
害
者
世
帯

はい

いいえ

１
４．８％

２０
９５．２％

２０．０％
２．７％

６２．５％
５４．１％

４
２５．０％

１２
７５．０％

８０．０％
１０．８％

３７．５％
３２．４％

５

３２

１００．０％
１３．５％

１００．０％
８６．５％

合計
２１

１００．０％ ５６．８％
１６

１００．０％ ４３．２％
３７

１００．０％
１００．０％
１００．０％

（出所）調査の結果に基づき，筆者計算。
（注）χ２（Chi−Square）Value 3.182，p＝0.074.

生活水準の向上

なし あり 合計

起
業
の
有
無

なし

あり

２３
７４．２％

８
２５．８％

９２．０％
６２．２％

６６．７％
２１．６％

２
３３．３％

４
６６．７％

８．０％
５．４％

３３．３％
１０．８％

２５

１２

１００．０％
６７．６％

１００．０％
３２．４％

合計
３１

１００．０％ １００．０％
６

８３．８％ １００．０％
３７

１６．２％
１００．０％
１００．０％

（出所）調査の結果に基づき，筆者計算。
（注）χ２（Chi−Square）Value 3.830，p＝0.050.

低保の有無

なし あり 合計

高
齢
者
世
帯

はい

いいえ

０
０．０％

２１
１００．０％

０．０％
０．０％

７２．４％
５６．８％

８
５０．０％

８
５０．０％

１００．０％
２１．６％

２７．６％
２１．６％

８

２９

１００．０％
２１．６％

１００．０％
７８．４％

合計
２１

１００．０％ ５６．８％
１６

１００．０％ ４３．２％
３７

１００．０％
１００．０％
１００．０％

（出所）調査の結果に基づき，筆者計算。
（注）χ２（Chi−Square）Value 13.397，p＝0.000.

表３―c 病人・障害者を抱えることと生活水準低下との関係

表３―d 起業することと生活水準向上との関係

表３―e 高齢者を抱えることと低保の有無との関係
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ている。

さらに，生活水準が「向上した」世帯のうち

６０．０パーセントが起業しており，「変化なし」

（１３．２パーセント）および「低下した」（３７．５パ

ーセント）世帯より高い水準を示している（表

２）。また，表３―dは起業の有無と生活水準の

向上との関係を示しており，起業することは移

民の生活水準の向上に貢献していることが５％

の有意水準で統計的に認められた。ところが，

起業した１２世帯のうち６世帯の生活水準が「低

下した」ことは，第３次産業企業の経営経験が

少ない牧畜民にとって，起業することが比較的

高いリスクを負うことになることを意味する。

また，「全体的な生活水準を維持する」という

観点から，半数の移民が起業によって貧困化す

ることは望ましくない結果である。事業の内容

をみると，成功した起業者の経営内容は貴金属

加工，バイク修理，鮮魚店といった一定の技術・

判断力を必要とする上，一般客を対象とする店

であるが，経営不振の店は飲食店，ビリヤード

店，モンゴル衣装裁縫店など周辺住民またはモ

ンゴル族などその対象は限定され，顧客は同じ

「生態移民」である傾向が強い（注７）。

Ⅳ 「生態移民」政策の問題点

フィールド調査の結果では５６．７パーセントの

移民の生活水準が下がっていないことになって

いるが，その対象は「生態移民」となった７７世

帯の牧畜民のうち３７世帯であり，残り４０世帯の

状況は把握できていない。たとえ既述した他の

地域に移住した１３世帯のすべての生活水準が低

下していないとしても，少なくとも行方不明と

なった２７世帯は賽漢塔拉鎮で生計が立てられな

いことは事実であり，調査では，生活水準が下

がった１６世帯に合わせて４３世帯（移民した７７世

帯のうち５５．８パーセント）は生活水準が低下し

たことになる。多くの牧畜民の生活不安を招い

た「生態移民」政策には主に２通りの問題があ

ると考えられる。

第１は政策策定上の問題である。全体的に見

れば，「生態移民」政策の特徴は経済的強者を

支援し，一部の弱者を保護，中間層を放置する

ことである。経済的強者にとって利用しやすい

支援は彼らの経済力をさらに強めることであり，

他の者との間の経済力の格差をさらに広げるこ

とになる。そして，ここでいう中間層は牧畜民

のなかでの中間であり，都市住民に比較すれば

弱者であることが多い。共通語が理解できず，

教育水準の低い牧畜民が得意とする生活環境を

離れ，支援をほとんど受けず一般労働力として

市場経済システムのなかに移住し，都市住民と

就業機会を競争していくことは，彼らにとって

貧困を強いられることとなるのかもしれない。

つまり，「生態移民」政策を策定する際に，少

数民族であることによって生じる言語の不自由，

生活習慣の特徴が無視されたこととなる。また，

もっとも重要と考えられる弱者の保護は対象者

を単純に年齢層に分け，そのうちの高齢者と就

学者のみ保護することとなっている。この分け

方は公的支援に依存しなくても良い一部の富裕

層を保護し，公的支援を必要とする病人や障害

者を保護する対象から外す恐れが生じかねない。

結果として「生態移民」政策は内容的に生計維

持・生活保護のための妥当性と公平性を失うこ

とになる。

第２は政策執行上の問題である。「生態移民」

政策を実施する前の段階では，より多くの牧畜
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民が移民するように様々な工作が行われたとみ

られる。まず，村共産党支部および婦人会の幹

部による牧畜民への家庭訪問の回数が以前より

増えたことが全世帯で確認され，訪問の内容は

主に政策の宣伝であった。本来政策の宣伝のな

かでは移民によって生じうる利益と不利益を明

確に伝えることが義務であるが，牧畜民にとっ

て不利益になることは一切触れない上，起業や

就業の可能性，保険・年金の適用範囲，補助金

の金額を過大強調した。さらに，補助金の支給

の延滞，一部の優遇政策の不履行により「生態

移民」が享受できる生計維持・生活保護の条件

が劣悪になったことになる。この状況に対して，

「生態移民」となった牧畜民は，「政策宣伝段

階の約束」，「移民する際の契約」，「実際に提供

された条件」の順に条件が悪化していると語っ

た。特に，生活の安定にとってもっとも重要と

される就業機会の確保に関して，行政の力不足

が認められた。

また，巴彦敖包�査は禁牧実験区域であると

いうことを理由に，世帯内の一部だけの移民が

許されず，世帯単位で移民するか否かの決断に

迫られた。さらに，放牧を継続する世帯に対し

て，家畜の超過保有に罰金を科する制度が適用

されず，家畜保有数の制限が厳格に執行された。

柔軟性の欠けた政策の執行が強いられたため，

牧畜民がより高いリスクを負うことになった。

お わ り に

フィールド調査を通じて，本研究は「生態移

民」政策の実施によって過半数の牧畜民の生計

は以前より困難となり，生活水準が劣悪になっ

たことを明らかにした。政策の実施は単なる「任

務の達成」ではなく，政策の合理性，執行の可

能性，住民生活への負担を十分考慮した上での

実施でなければならない。その意味において，

現行の「生態移民」政策は補助金をはじめとす

る様々な支援が資源配分の非効率を招いた上，

所得配分の公平性においても重大な欠陥を持ち，

いわゆる経済厚生を縮小した政策であるといえ

る。移民の生計維持・生活保護のために「生態

移民」政策の内容と執行の改善が求められる。

「生態移民」政策の内容に関して，まず経済的・

社会的弱者である病人・障害者にまでへの生活

保護範囲の拡大が期待される。それによって病

人・障害者の人権をはじめ社会における様々な

権利が守られ，彼らを抱える世帯の生活水準の

維持がはかられる。そして，労働力の有効就業

は多くの世帯の生計維持にとって不可欠である

ため，移民にとって確実性のある就業機会の創

出は移民家計の所得を安定化させることが期待

できる。さらに，「生態移民」政策を執行する

際，契約内容の履行およびそれを保証する法律

の確立が，環境政策と「生態移民」政策の前提

とならなければならない。

「生態移民」政策は牧畜民の家計経済に影響

を及ぼすと同時に，彼らの社会生活にも影響を

与えている。「都会での現代的生活スタイル」

と「第２・３次産業への就業による生活水準の

向上」を目標に都市部に移住した「生態移民」

が直面しているのは，これまでに払ったことも

ない水道，電気，ガス，主食である肉の代金や

高い生活費などのコストのほか，就業不安，賃

金の不払いなどの不安定な収入，喪失しつつあ

る草原の文化，離れていく親戚友人関係，不安

や不満があっても人に訴えられない言語の壁で

ある。つまり，多くの人にとって経済的な貧困
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は克服できるものであっても，精神的な貧困は

彼らにより大きいダメージを与えることになる。

「生態移民」政策は環境政策の補助策として

取り入れられたため，当然その結果として「禁

牧」による草原の回復が期待される。草原監督

管理局（２００８）は巴彦敖包�査の草原では１平

方メートルあたり牧草の平均生産量は３５．２グラ

ムであり，「退牧還草」を実施しない同類地域

を５１パーセントを上回ったと報告している（調

査日２００８年６月１９日）。しかし，同年８月の筆者

による現地調査では「この３年間降雨は豊富で

あるが，牧草の回復がない」と牧畜民がいう。

草原を回復させるために，「禁牧」が実施され

ているが，�査周辺では大規模な石材の採掘・

加工，鉱物の採掘が継続されている。これらの

活動がどの程度草原の回復にマイナスな影響を

与えるかという問題提起は皆無である。また，

牧畜民の生計維持，アイデンティティの継承な

どが困難とされているなか，「禁牧」期間中の

草原では所有者以外の者による不法な放牧が観

測されることもあり，本当の「禁牧」に至らな

いことや，「禁牧」することによって非「禁牧」

地域における過放牧が発生するなど，「生態移

民」たちの貢献を無駄にする事態が実際に起き

ている。自然環境を改善することは社会にとっ

て生産・消費の縮小や生活様式の変化等の「痛

み」を伴うことには違いないが，その「痛み」

のすべてを牧畜民に負わせることは不適切であ

る。環境回復は社会全体の問題として認識され

ることが，本当に環境問題を解決する始まりで

ある。

（注１） 土地退化の概念は一般的に砂漠化，

塩化，荒漠（ゴビ）化のことを指す。

（注２） 砂地とは，地表が固定または半固定

した砂丘に覆われる地域のことで，砂漠ほどの

乾燥はなく，水源および植生は砂漠より多いな

どの特徴がある。

（注３） 統計年鑑に掲載される非農業所得に

関する資料は，企業と正式契約を結んだ労働者

のものであり，主にインフォーマルセクターに

就業する生態移民の所得状況が反映されていな

い。

（注４） この数値は牧畜業を継続する世帯が

所有する土地の合計で全体面積を割ったもので

あり，共同所有地を含めて考えると，禁牧して

いない草原面積はさらに多い可能性がある。

（注５） 本来「低保制度」は貧困者に支給す

る生活保護であるが，「生態移民」には一部条件

を満たしていないものにも適用されている。ま

た，省によって実施状況や金額の設定が異なり，

蘇尼特右旗で適用されているものは所得水準に

よって支給基準金額を９２４元，６００元，４３８元の３

つのレベルに設定している。

（注６） 一般的に，サンプル数４０以下か２×

２のクロス集計表のいずれかの期待値が５以下

の場合はイェーツの連続修正の適用が多くみら

れるが，本研究の分析で用いたSPSS１４．０はサン

プル数２０以上の２×２のクロス集計表に対して

自動的にイェーツの連続修正を行うようになっ

ている。また，推測の正確性を高めるため，本

研究ではχ二乗検定以外にフィッシャーの正確確

立検定（直接確立）を行い，有意水準は本文の

分析とほぼ同じ結果を示した。つまり，本文の

結果は統計的に認められたものである。

（注７） 起業の有無と生活水準の変化との関

係を明らかにするため，本研究では２つの検証

を行った。１つは本文のとおりであり，生活水

準の変化を「向上した」と「それ以外」に分け

たが，もう１つの検証は生活水準の変化を「低

下した」と「それ以外」に分けた。その結果，

起業の有無による生活水準の「低下」に与える

影響を統計的に認められなかった（χ２＝０．３３０，

P＝０．５６５）。したがって，起業することは「生態

移民」の生活向上に貢献するという結論が得ら
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れる。
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